
経営改善計画策定支援事業に係る留意事項（同意書の取扱い） 

 

平成２５年１２月１３日 

中小企業庁事業環境部金融課 

 

 本事業における経営改善計画に係る同意書の取り扱いを変更しました。 

認定支援機関は、本事業において計画策定支援を実施する場合は、以下の留意事項を踏まえて実施し

て下さい。 

 

○同意書の取り扱いについて 

本事業においては、計画についての同意書の取得対象となる金融機関は“計画の実行に必要な範囲内”

としています。同意書は原則として、全ての金融機関から取得することが必要ですが、以下に記載する

要件・手続きの下、同意書に代えて「同意確認書」（別紙１及び別紙２）にて金融機関の同意意思の確認

ができることとしました。 

したがって、申請者及び認定支援機関は、同意書に代えて「同意確認書」にて本事業の支払申請をす

ることができます。 

なお、一括弁済等を行っても経営改善計画の遂行に支障を来たさない金融機関で、他の全ての金融機

関が当該金融機関を除外することを承諾している場合は、当該金融機関からの同意書、同意確認書の取

得は不要です。 

 

 

金融支援の内容が、リスケジュールや融資行為（借換融資・新規融資）である場合には、同

意書に代わり、「同意確認書」によって金融機関の同意意思について確認することができるも

のとします。 

なお、金融支援の内容が、債権放棄、DDS 等を伴う場合には、経営改善計画の実行に必要な

全ての金融機関から同意書の取得が必要です。 

 

 

（１）バンクミーティング等を活用 

① バンクミーティング（認定支援機関の支援により申請者が主催）において全ての金融機関等（信
用保証協会を含む。以下同じ。）の同意が確認された場合は、同意書に代わり、申請者及び認定支
援機関が署名した「同意確認書」にて金融機関の同意意思の確認ができるものとします。 

② 経営サポート会議（各信用保証協会等が事務局）を活用して事業者が計画の説明（認定支援機関
が支援することも可）を行い、後日、その計画に対して全ての金融機関等の同意が確認された場合
は、同意書に代わり、申請者及び認定支援機関が署名した「同意確認書」にて金融機関等の同意意
思の確認ができるものとします。 

③ 中小企業再生支援協議会（各都道府県に設置）において全ての金融機関等の同意が確認された場
合は、同意書に代わり、中小企業再生支援協議会が署名した「同意確認書」にて金融機関の同意意
思の確認できるものとします。 

（２）持ち回り等により金融機関に個別説明 

① 計画において金融支援を予定している金融機関からの同意書の取得は必要です。 
② 金融支援を予定していない金融機関のうち、経営改善計画自体には積極的な反対はしないものの、

同意書の提出までの了解が得られない場合は、当該金融機関については、同意書に代わり、申請者
及び認定支援機関が署名した「同意確認書」にて同意意思の確認ができるものとします。 

③ 金融支援に係る債権が信用保証協会の保証付きである場合は、従来どおり信用保証協会の同意書
が必要です。 

要 件 

手続き 



 

※ 以下の点にご注意ください。 

○ 上記のいずれの場合においても、申請者及び認定支援機関はその責任において、全ての金融機関等宛てに「同意確認書（写

し）」を配布し、金融機関等はそれを受領するものとします。 

○ 申請者及び認定支援機関は、全ての金融機関等に対し、「同意確認書」にて同意意思の確認をすることについて事前の了解

を得ることが必要です。もし、金融機関等からの了解が得られない場合は、同意書の取得に努めてください。 

なお、同意書の取得が困難な場合は、主要金融機関と協議のうえ、中小企業再生支援協議会の利用を検討してください。 

（支払申請後に、あらためて同意書を取得する必要が生じた場合は、当該業務については本事業における費用負担の対象と

はなりません。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜バンクミーティング、経営サポート会議における同意確認書の例＞ 

 

 

平成○年○月○日 

 

同 意 確 認 書 

経営改善計画の成立について 

 

対象債権者各位 

 

中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第 17 条第 1 項の規定に基づく認定経営

革新等支援機関の支援により策定された「○○株式会社 経営改善計画（平成○年○月○

日付）」について、平成○年○月○日に開催された下記の対象債権者出席の債権者会議に

おいて、対象債権者全ての同意確認をもって、正式に成立したことをご報告します。 

 

記 

 
【出席対象債権者】 

株式会社Ａ銀行 
株式会社Ｂ銀行 
Ｃ信用金庫 
Ｄ県信用保証協会 

 
 
 
 

申請者名（○○株式会社 
代表取締役社長 ○○ ○○ 押印） 
 
認定支援機関名（○○税理士法人） 
氏名（○○ ○○    押印） 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１



＜持ち回り等による同意確認書の例＞ 

 

平成○年○月○日 

 

同 意 確 認 書 

経営改善計画の成立について 

 

対象債権者各位 

○○商工会議所 

○○経営改善支援センター 

 

中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第 17 条第 1 項の規定に基づく認定経営

革新等支援機関の支援により策定された「○○株式会社 経営改善計画（平成○年○月○

日付）」について、下記対象債権者について同意確認したことをご報告します。 

記 

１．確認日時 

  平成○年○月○日○時頃 

 

２．確認先 

  ○○銀行○○支店○○課 ○○ ○○ 

 

３．確認方法 

  □ 面談 面談場所等 

  □ 電話 

 

４．面談内容（経営改善計画についての同意意思） 

  □ 同意 

  □ 反対はしない 

 

５．確認内容（面談記録、メモ等） 

 
 
 
 

申請者名（○○株式会社 
代表取締役社長 ○○ ○○ 押印） 
 
認定支援機関名（○○税理士法人） 
氏名（○○ ○○    押印） 

（例）経営改善計画について説明を実施し、計画に関する具体的施策内容と返済計
画について質疑を受けた。補足説明を行った後、計画について同意する意向を確認
した。 

別紙２


